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甲府市条例第３０号 

   甲府市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

第１条 甲府市公衆浴場法施行条例（平成３０年１２月条例第４０号）の一部を次

のように改正する。 

  第２条第１号中「施設として利用されるもの」を「ものとして利用される施

設」に改め、同条第５号中「上り用湯」を「上がり用湯」に改め、同条第６号中

「上り用水」を「上がり用水」に改め、同条に次の７号を加える。 

  ⑻  飲料水 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第９項に規定する給

水装置により供給される水（以下「水道水」という。）その他飲用に適する

水をいう。 

  ⑼ 貯湯槽 原湯等を貯留する槽をいう。 

  ⑽ ろ過器 浴槽水を再利用するため、浴槽水中の微細な粒子、繊維等を除去

する装置をいう。 

  ⑾ 集毛器 浴槽水を再利用するため、浴槽水に混入した毛髪及び比較的大き

な異物を捕集する網状の装置をいう。 

  ⑿ 循環配管 湯水を浴槽とろ過器との間で循環させるための配管をいう。 

  ⒀ 回収槽 浴槽からあふれ出た湯水（以下「オーバーフロー水」という。）

を回収する槽をいう。 

  ⒁ 調節箱 洗い場の湯栓及びシャワーに送る湯の温度を調節するための槽を

いう。 

  第３条第１項中「法第２条第３項の条例で定める一般浴場の設置の場所の」を

「一般浴場に係る法第２条第２項に規定する設置の場所に関する同条第３項の条

例で定める」に改め、同条に次の１項を加える。 



 

 ３ その他の浴場に係る法第２条第２項に規定する設置の場所に関する同条第３

項の条例で定める基準は、これを設けない。 

  第４条の見出しを「（構造設備の基準）」に改め、同条第１項各号列記以外の

部分を次のように改める。 

   一般浴場に係る法第２条第２項に規定する構造設備の基準は、次のとおりと

する。ただし、第８号から第１０号まで及び第１５号に定める基準について

は、土地の状況、建物の種類、施設の規模その他特別の理由により、これらの

基準により難い場合であって、市長が公衆衛生上特に支障がないと認めたとき

は、これらの基準によらないことができる。 

  第４条第１項第５号中「床は、厚板張りとする」を「床面は、耐水性の材料を 

用いる」に改め、同項第１１号中「汚水は、衛生上支障がない場所に排出させ 

る」を「衛生上支障がない場所に汚水を排出することができる構造である」に改

め、同項第１２号及び第１３号を次のように改める。 

  ⑿  洗い場には、適当な数の清潔な洗い桶及び腰掛けを備えること。 

  ⒀  浴室には、常に清浄な上がり用湯及び上がり用水を十分に使用できるよう

に、適当な数の湯栓及び水栓を設けること。 

  第４条第１項第１５号中「浴室内」を「浴室又は脱衣場の入浴者が利用しやす 

い場所」に改め、同項第１６号中「、防臭及び防虫等に努め」を削り、同項第 

 １７号から第２８号までを次のように改める。 

  ⒄ 貯湯槽を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア 通常の使用状態において、湯の補給口、底部等に至るまで摂氏６０度以

上に保ち、かつ、最大使用時においても摂氏５５度以上に保つ能力を有す

る加温装置を備え、これにより難い場合には、貯湯槽内の湯水を消毒する

設備を備えること。 

   イ 完全に排水できる構造であること。 

  ⒅  浴槽水を再利用する場合は、ろ過器を設けること。 

  ⒆  ろ過器を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア ろ過器は、浴槽ごとに設けるよう努めること。 

   イ ろ過器は、１時間当たり浴槽の容量以上のろ過能力を有し、そのろ過器

のろ材は、十分な逆洗浄又は交換が行えるものであること。 



 

   ウ ろ過器に毛髪等が混入しないようろ過器の前に集毛器を設けること。 

   エ 浴槽における原湯及び原水の注入口は、循環配管に接続せず、浴槽水面

上部から浴槽に落とし込む構造であること。 

   オ 循環してろ過された湯水が浴槽の底部に近い部分から補給される構造で

あること。 

   カ 浴槽水の消毒に用いる塩素系薬剤等の注入又は投入口は、浴槽水がろ過

器内に入る直前に設けること。 

  （ ２ 0 ） オーバーフロー水及び回収槽内の水を浴用に供する構造でないこと。ただ

し、これにより難い場合には、オーバーフロー還水管（オーバーフロー水を

回収槽に導く配管をいう。以下同じ。）は、直接循環配管に接続しない構造

とし、回収槽は、地下埋設を避け、内部の清掃が容易に行える位置又は構造

とし、回収槽内の水を浴槽水とは別に適切な方法で消毒できる設備を設ける

こと。 

  （ ２ 1 ） 屋外に浴槽を設ける場合は、その浴槽内の湯水が配管等を通じて屋内の浴

槽に混じることのない構造であること。 

  （２２） 配管内の浴槽水を完全に排水できる構造であること。 

  （２３） 浴槽ごとに、温度計を備えること。 

  （２４） 水位計を設ける場合は、配管内を洗浄及び消毒できる構造とし、又は配管

等を要しないセンサー方式とすること。 

  （２５） 気泡発生装置、ジェット噴射装置等微小な水粒を発生させる設備（以下

「気泡発生装置等」という。）を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア 連日使用している浴槽水を用いる構造でないこと。 

   イ 点検、清掃及び排水を容易に行うことができる構造であること。 

   ウ 空気取入口から土ぼこり、浴槽水等が入らないような構造であること。 

  （２６） シャワー設備を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア 適当な温度の湯を供給でき、湯の温度を調節できるものであること。 

   イ 立位で使用するシャワー設備を設ける場合は、シャワー水が浴槽及び入

浴者にかからないよう、十分な距離を設け、又はカーテン等を備えるこ

と。 

  （２７） 打たせ湯及びシャワーは、循環している浴槽水を用いる構造でないこと。 



 

  （２８） 調節箱を設ける場合は、清掃しやすい構造とし、薬剤注入口を設けるなど

塩素消毒等が行えるようにすること。 

  第４条第１項第２９号及び第３０号を削り、同条第２項を次のように改める。 

 ２ その他の浴場（次項に規定する浴場を除く。）に係る法第２条第２項に規定

する構造設備の基準は、前項各号のとおりとする。ただし、次の各号に掲げる

基準については、蒸気若しくは熱気を使用するもの又は蒸気、熱気若しくは温

泉等を組み合わせて使用するもので、構造設備及び営業形態その他特別の理由

により、これらの基準により難い場合であって、当該各号に定めるときは、こ

れらの基準によらないことができる。 

  ⑴ 前項第４号、第７号から第１０号まで、第１２号及び第１５号に定める基

準 市長が入浴者の衛生上特に支障がないと認めたとき。 

  ⑵ 前項第１号（出入口に男女の別を表示する部分に限る。）及び第２号（脱

衣場及び浴室を外部から見通しのできない構造とする部分を除く。）に定め

る基準 市長が入浴者の衛生上及び風紀上特に支障がないと認めたとき。 

  第４条に次の１項を加える。 

 ３ その他の浴場（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 

  ２３年法律第１２２号）第２条第６項第１号に規定する営業に係るものに限

る。次条において「風営法適用浴場」という。）に係る法第２条第２項に規定

する構造設備の基準は、第１項第６号、第７号、第１１号、第１３号、第１６

号から第２０号まで、第２２号、第２５号、第２７号及び第２８号に定めるも

ののほか、次のとおりとする。 

  ⑴ 個室の床面積は、６．６平方メートル以上とし、その数は、５以上とする

こと。 

  ⑵ 個室には、浴槽又はシャワーを設けること。 

  ⑶ 入浴設備は、身体の安全を保持できる構造とすること。 

  ⑷ 個室の出入口は、縦１．７メートル以上横０．６メートル以上とし、扉等

を設ける場合は、通路の床面から高さ１．２メートルを底辺として、縦 

   ０．３メートル以上横０．６メートル以上の内部を見通すことができる無色

透明の窓を設けること。 

  ⑸ 扉には、鍵その他これに類するものを付けないこと。 



 

  ⑹ 浴室の屋外に面する窓は、人影が見えないようにすること。 

  ⑺ 風紀を乱すおそれのある文書、絵画、写真等を置き、掲げ、又は設けない

こと。 

  ⑻ 待合室、廊下及び個室の照度は、床面において３０ルクス以上とし、個室

内の照明は、白色のものを用いること。 

  ⑼ 個室の壁に鏡を掲げ、又は設けないこと。 

  ⑽ 個室は、個室の出入口から内部全体を見通すことができる構造及び配置と

し、見通しを遮る物を置き、又は掲げないこと。 

  ⑾ 個室内の照明用電灯は、個室外に設けられた１つのスイッチで全部を点滅

できるものとし、明暗を調節する器具は備えないこと。 

  ⑿ 個室には、マッサージ台を除き、マット類、テレビジョン受像機、冷蔵庫

等直接入浴に必要のない物品を備え付け、又は持ち込まないこと。 

  ⒀ マッサージ台の高さは、０．５メートル以上とすること。 

  第５条を次のように改める。 

  （入浴者の衛生及び風紀に必要な措置の基準） 

 第５条 一般浴場の入浴者の衛生及び風紀に係る法第３条第２項の条例で定める

措置の基準は、前条第１項に定めるもののほか、次のとおりとする。 

  ⑴ 入浴者用便所の防臭及び防虫に努めること。 

  ⑵ 水道水以外の水を使用した原水、原湯、上がり用水、上がり用湯及び浴槽

水は、規則で定める基準に適合するよう水質を管理すること。 

  ⑶  貯湯槽を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア 貯湯槽の温度を、通常の使用状態において湯の補給口、底部等に至るま

で摂氏６０度以上に保ち、かつ、最大使用時においても摂氏５５度以上に

保つこと。ただし、これにより難い場合には、貯湯槽内の湯水の消毒を行

うこと。          

   イ 定期的に貯湯槽内の生物膜の状況を監視し、生物膜の除去を行うために

貯湯槽内の清掃及び消毒を行うこと。 

  ⑷ 浴槽水については、規則で定めるところにより、定期的に水質検査を行う

こと。 

  ⑸  浴槽水は、営業中常に満ちているようにすること。   



 

  ⑹  浴槽水は、毎日完全に換水すること。ただし、ろ過器を設けて浴槽水をろ

過する浴槽にあっては、１週間に１回以上完全に換水すること。 

  ⑺ ろ過器を設けて浴槽水をろ過する場合は、次のとおりとすること。 

   ア ろ過器は、１週間に１回以上、逆洗浄その他の適切な方法で生物膜等の

汚れを除去するとともに適切な方法で消毒すること。 

   イ 循環配管は、１週間に１回以上消毒し、必要に応じて付着した生物膜を

適切な方法で除去すること。 

   ウ 集毛器は、毎日清掃し、内部の毛髪、あか、ぬめり等を除去すること。 

   エ 浴槽水の消毒に当たっては、塩素系薬剤を使用し、浴槽水中の遊離残留

塩素濃度を頻繁に測定して、通常１リットル中０．２ミリグラムから 

    ０．４ミリグラム程度を保ち、かつ、最大１リットル中１ミリグラムを超

えないよう努めること。ただし、これにより難い場合には、塩素系薬剤を

用いた場合と同等以上の消毒効果を有する消毒方法により行うものとす

る。 

   オ 塩素系薬剤等はろ過器の直前に投入し、消毒装置の維持管理を適切に行

うこと。 

  ⑻ 回収槽内の水を浴用に供しないこと。ただし、回収槽の内部の清掃及び消

毒を頻繁に行うとともに、回収槽内の水を浴槽水とは別に適切な方法で消毒

する場合は、この限りでない。 

  ⑼ 調節箱は、定期的に清掃を行うこと。 

  ⑽  営業者は、清掃、消毒、検査等の実施状況の他衛生措置等の基準について

点検表に記録して、浴場の衛生管理に努め、当該点検表を点検の日から３年

間保管すること。 

  ⑾ 新規に営業を開始するとき及び営業を休止した後に営業を再開するとき 

は、配管等の設備を十分に消毒すること。 

  ⑿ １０歳以上の男女を混浴させないこと。 

 ２ その他の浴場（風営法適用浴場を除く。）の入浴者の衛生及び風紀に係る法

第３条第２項の条例で定める措置の基準は、前条第２項に定めるもののほか、

前項各号のとおりとする。ただし、次の各号に掲げる基準については、蒸気若

しくは熱気を使用するもの又は蒸気、熱気若しくは温泉等を組み合わせて使用



 

するもので、構造設備及び営業形態その他特別の理由により、これらの基準に

より難い場合であって、当該各号に定めるときは、これらの基準によらないこ

とができる。 

  ⑴ 前項第５号及び第６号に定める基準 市長が入浴者の衛生上特に支障がな

いと認めたとき。 

  ⑵ 前項第１２号に定める基準 市長が風紀上特に支障がないと認めたとき。 

 ３ 風営法適用浴場の入浴者の衛生及び風紀に係る法第３条第２項の条例で定め

る措置の基準は、前条第３項並びに第１項第１号から第４号まで及び第７号か

ら第１１号までに定めるもののほか、次のとおりとする。 

  ⑴ 浴槽水は、使用の都度取り替えること。 

  ⑵ 午前零時から午前６時までの時間には営業しないこと。 

  ⑶ 従業員に、風紀を乱すおそれのある服装及び行為をさせないこと。 

  附則第２項中「ついて、」の次に「甲府市公衆浴場法施行条例の一部を改正す

る条例（令和４年９月条例第３０号）第１条の規定による改正前の」を加える。 

第２条 甲府市公衆浴場法施行条例の一部を次のように改正する。 

  第５条第１項第３号に次のように加える。 

   ウ 設備の破損等の確認及び温度計の性能の確認を行うこと。 

  第５条第１項第５号を次のように改める。 

  ⑸ 浴槽水は、常に満杯状態に保ち、かつ、十分にろ過した湯水又は原湯を供

給することにより溢水させ、清浄を保つこと。 

  第５条第１項第７号イを次のように改める。 

   イ 循環配管は、図面等により配管の状況を正確に把握し、不要な配管を除

去するように努めるとともに、１週間に１回以上消毒し、必要に応じて付

着した生物膜を適切な方法で除去することに加え、１年に１回程度は循環

配管内の生物膜の状況を点検し、生物膜がある場合には、その除去を行う

こと。 

  第５条第１項第７号ウ中「清掃」を「清掃及び消毒を」に改め、同号オを同号

カとし、同号エを次のように改める。 

   オ 塩素系薬剤を浴槽水の消毒に使用する場合は、浴槽水中の遊離残留塩素

濃度を頻繁に測定し、通常１リットル中に０．４ミリグラム程度を保ち、 



 

    かつ、最大１リットル中１ミリグラムを超えないよう努めること。ただ

し、結合塩素のモノクロラミンを使用する場合は、結合残留塩素として１

リットル中３ミリグラム程度を保つこと。 

  第５条第１項第７号ウの次に次のように加える。 

   エ 浴槽水の消毒に当たっては、塩素系薬剤を使用すること。ただし、これ

により難い場合には、塩素系薬剤を用いた場合と同等以上の消毒効果を有

する消毒方法により行うものとする。 

  第５条第１項第８号から第１２号までを次のように改める。 

  ⑻ 浴槽に湯水があるときは、ろ過器（ろ過器を設ける場合に限る。）及び消

毒装置を常に作動させること。 

  ⑼ 屋外の浴槽の周囲に植栽がある場合は、浴槽に土が入り込まないよう注意

すること。 

  ⑽ 回収槽内の水を浴用に供する場合は、オーバーフロー還水管及び回収槽の

内部の清掃及び消毒を頻繁に行うとともに、回収槽内の水を浴槽水とは別に

適切な方法で消毒すること。 

  ⑾  水位計を設ける場合は、少なくとも週に１回、適切な方法で配管内の生物

膜を除去すること。 

  ⑿  気泡発生装置等を設ける場合は、気泡発生装置等の内部に生物膜が形成さ

れないように適切に管理すること。 

  第５条第１項に次の５号を加える。 

  ⒀ シャワー設備を設ける場合は、次のとおりとすること。 

   ア 少なくとも週に１回、内部の水が置き換わるように通水すること。 

   イ シャワーヘッド及びホースは、６月に１回以上点検し、１年に１回以上

洗浄により内部の汚れ及び水垢を除去し、消毒を行うこと。 

  ⒁  調節箱を設ける場合は、生物膜の状況を監視し、必要に応じて清掃及び消

毒を行うこと。 

  ⒂  営業者は、清掃、消毒、検査等の実施状況の他衛生措置等の基準について

点検表に記録して、浴場の衛生管理に努め、当該点検表を点検の日から３年 

間保管すること。 

  ⒃ 新規に営業を開始するとき及び営業を休止した後に営業を再開するとき 



 

は、配管等の設備を十分に消毒すること。 

  ⒄ ７歳以上の男女を混浴させないこと。 

  第５条第２項第２号中「第１２号」を「第１７号」に改め、同条第３項中「第

１１号」を「第１６号」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令

和５年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１

項の許可を受け営業している公衆浴場（この条例の施行の日前に当該許可の申請

をし、同日以後に当該許可を受けることとなった公衆浴場を含む。）について、

第１条の規定による改正後の甲府市公衆浴場法施行条例第４条第１項第５号、第

１７号、第１９号、第２０号、第２２号、第２４号から第２６号まで及び第２８

号の規定（同条第２項又は第３項において適用する場合を含む。）に適合しない

部分がある場合においては、当該部分が改修、改造等により変更され、又は新た

に設置されるまでの間は、これらの規定は、適用しない。 

３ 第１条の規定による改正後の甲府市公衆浴場法施行条例第３条及び第４条の規

定は、この条例の施行の日以後の申請に係る公衆浴場法第２条第１項の許可につ

いて適用し、同日前の申請に係る同項の許可については、なお従前の例による。 

 

 


